ほぼ週刊コラム「Partnership論」その３５
Partnershipの税務：会計自由だが情報申告（Information Return）の義務あり。
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経産省からご質問を頂いた。「会計自由といえども何か義務があるのではないか？」と。答えは「はい、勿論です」だ。…というか、コラムその２１『権利と責任』と少しカブるが、universalism社会である西洋では「自由」とは、権限と責務（authority and duty）が同時に等しく増えた状態だと考える。色々なことを自分中心に行うことが出来るが、その分、周りに対して何らかの「配慮」「手当」「補償」「心配り」等が必要になる。それが「自由」だ。つまり、SubsidiarityにはSolidarityが「つきもの」。これはGolden Ruleだ。
そう、権限だけが増えるということはありえない。それは「自由」とはいわない。単なる「ワガママ」という。これ重要。「自由」の意味をはき違えてはいけない。
…ということで今週はpartnership税務にまつわる権限と責務の内、権限「会計自由」に付随する責務である「情報申告」について説明する。 …が、勘違いしないように。「情報申告」は「会計自由」に伴う責務の内では小さなものだ。その最大の付随責務、それは．．．。
会計自由（freedom of accounting）に伴う最大の「責務」は何？　答えを先にいうとそれは、コラムその３２『Economic Justice for All』で幾度も出たが、accountability、発信責任だ。「コレコレのことが大事だと自分としては思うので実現したい」と発信する責任。これは、responsibility（応答責任。人から頼まれたことを行う責任）と並んで人間としての「責任」だ。特に、会計自由（freedom of accounting）権限を行使する際の最大責務だ。
話は飛ぶが、uni-versalism社会、即ちunited diversity（多様にして一つ）社会というのは相矛盾する二つの要素を一緒にしようとする社会だから、維持していくのに日々多大な精神的労力を必要とする。我々が暮らす「心休まる日本社会」とは大きな違いがある。
相矛盾する二つの要素： SubsidiarityとSolidarity、accountabilityとresponsibility、「個人の自由」と「社会の公平」などなど．．．。西洋では常に両者が鎬（しのぎ）を削っている。常に緊張状態。だからだろう、遠い将来に実現するはずのuni-verse状態を「今ここに」垣間見せてくれる空間 --- そう、「教会」
が西洋の特に古い町にはやたらめったら多い。

洋の東西を問わず、人は皆「心の平安」を求めている。求めているものは同じ。ただ、日本と西洋では、ゴールまでの距離というか所要時間が違う。日本は閉じた狭い空間だから「短い」が、西洋は開いた広い空間だから「長い」。現状はとても異なる様に見えるが、実は、求めているゴールというか平衡状態というか「豊か且つ平和な状態」は同じだ。
．．．話が飛びすぎた。いいたかったことは、partnership税務は会計自由（freedom of accounting）だが、それはその根底に、或る種の衝動（instinct） ---- アルキメデスが風呂につかっていて「浮力の法則」を発見して思わず裸のままユーレカ（私は発見した）と叫びながら町に飛び出す様な ---- accountabilityがある場合のみ許されるということだ。
さて、「会計自由」権限に伴う責務の一つ、情報申告とは何か？　それは納税を伴わなくて良い「情報だけの税務申告」であり、全てのpartnershipに毎年の義務として課されている。
　「現在のpartner人数」「at risk amountでチャンとback upされたliability（負債）はどれだけあるか」「current gain or loss, if any（現時点の損益額（もしあれば））」等々を米内国債入庁（IRS））に毎年申告しなければならない。どうしてこの様な「義務」があるのか？　順を追って説明する。
通常、partnershipは解散するまで税金を払わない。コラム２０や３３で説明した様に、通常、partnershipは「会計自由」を活用して解散まで税金を払わない。もう少し詳しくいうと、partnershipは、その組成時は損益不認識ルールによって税金を払わないし、その運営時は、コラム２０で説明したzero out
を使って税金を払わないし、あるいは、その初期投資時など、回収に時間がかかる巨額投資の際には、投資額を即時全額損金算入（full expensing、immediate expensing）して、該損金額に税率を掛け算した分の「税の減額」ないし「税還付」をpartner達がもらう。解散後にしか税金を払わない。これが通例だ。
だから、税務当局はpartnershipが解散し納税してくれるのを待っている。悪い言い方をすれば、「豚」が充分に太ってくれるのをエサやりしながら待っている。Partnershipが、IPO（株式上場）してlisted corporate成りする、あるいはbuy-outされる、等でcapital gain（利益）が実現するのを待っている。それを待って、「納税しろ」と迫ってくる。
しかし税務当局は、ただ待っているのではない。チャンと監視しているし、怪しいとなればいつでも強制査察できる権限
を持っている。その様な権限でもっとも強力なのは．．．。
PTP（publicly traded partnership）はper se
 corporateと見なして良い。税務当局の持つ「権限」の内、partnershipに納税を迫る際に最も有効なのは、恐らくこのtax codeだろう。それは以下の二つの条文からなる。(Corporate and Partnership Taxation pp.101)

IRC§7704(a)：“Publicly traded partnerships” are generally classified as corporations.
IRC§7704(b)：A “publicly traded partnership” is a partnership whose interest are traded on an established securities market or are readily tradable on a secondary market (or the substantial equivalent thereof).

つまり、持分（shareまたはinterest）がその価値が分かる特定範囲の人へのtransferrable（譲渡可能）から、不特定多数の人へfreely transferrable（自由に譲渡可能）になるほど「有望」になったpartnershipは、もはやcorporateであるとして、税務当局はそれに発生主義会計による利益認識を強制し、corporate income tax（法人税）の納税義務を課すことが出来る、ということだ。･･･で、その判定基準は？
持分所有者500人越えで（または2000人越えで）PTP、per se corporateとみなされる。多くの判例から現在、判定基準はこうなっている。ザッカーバーグのFacebookを例にとって、実際にこの判定基準が使われていく様子を説明しよう。
2004年にハーバード大学の学寮で産声を上げたFacebookは2005年にFacebook LLCとして正式に設立された。当初はザッカーバーグとその友人のモスコヴィッツなど数名しかいなかった持分所有者はFacebook事業が有望になるにつれ2010年には500人を超えた。
「500人越え」をFacebookからの情報申告で知ったIRSは、「PTP、per se corporateとしてcorporate income taxを強制徴収する。」とFacebookに内々に持ちかけた。するとFacebook側は、「少し待ってくれ。「500人越え」といったって従業員へのshare option授与までカウントしてるじゃないか。そりゃないよ。しかもネットが普及し世界中の人がFacebookの持分所有者になってくれる。例えば中国の投資家だってFacebookの持分所有者になってくれている今の世の中だ。基準を「2000人越え」ということにしてくれないか。」と反論してきた。
そこでIRSとしては、（もう少し豚を太らせてからと思ったかは分からないが、とにかく）、この提案に乗った。2年後の2012年5月18日、FacebookはNASDAQ市場にIPOした。株式時価総額8兆円のlisted corporate（日本でいえば上場株式会社）が誕生した。こののちは、Facebook corporationは発生主義の税務会計で課税所得を認識し、法人税を毎年米国に払わなければならない。

また、ザッカーバーグの持分（shareまたはinterest）は20%であるので、時価1.6兆円分のFacebook株式を彼は持つ。vesting（stockまたはstock optionを現金に換えること。）の後、ザーカーバーグは個人所得税を1.6兆円の半分0.8兆円ほど米国に納めるはずである。
これらの新たな「富」は、2004年ハーバード大学で「このアイデアは世の中に役に立つ。豊かさをもたらす。」と直感して生まれたaccountabilityを全うしたザッカーバーグと、そのaccountingを肝っ玉太くacknowledge（肯定的に認める）しサポートした米国に、当然にもたらされる「相当の対価」だ。
･･･という具合だ。

partner人数を情報申告することが機能している。これが、上の例からお分かりいただけるだろう。このほかにも情報申告はいろいろ有効に機能する。たとえば、「at risk amountでチャンとback upされたliability（負債）はどれだけあるか」が分かることから、過分に損金をパススルーされているpartnerがいないかをIRSは把握できる。これについてはコラムその２５『US Partnership税制進化史(3)　At Risk Law 1976年：新たな有限責任制の萌芽』を参照されたい。
「自由」とは「権限と責務」が等しく増えることだ。色々なことを自分中心に行うことが出来るが、その分、周りに対して何らかの「配慮」「手当」「補償」「心配り」等が必要になる。それが「自由」だ。
「会計自由」は、租税回避（tax shelter）という権限を生み出すし、更にいえば、コラム３２『Economic Justice for All ～～経済の民主化～～』で説明した「税金投入権」「税金被投入権」も生み出す。
しかしそういった強大な「権限」は、「大」はaccountabilityから「小」は情報申告まで様々な「責務」が付随してこそjustifyされる。この事がお分かりいただけただろうか。

今週は以上。来週も乞うご期待。
� University（大学）も？


�　米国内国歳入慣例（IRC）§6031 - Return of partnership income（partnership所得の税務申告：A partnership must file its own informational tax return.）参照方。


�　cash flow会計で税務会計をし、cash-inとcash-outをaggregate（損益通算）ないしoffset deduct（相殺控除）して課税所得額をゼロにすることをzero-outという。このとき払うべき税金はゼロとなる。 


� IRC§6221-34には、A partnership is subject to audit and examination by the Internal Revenue Service. つまり、「PartnershipはIRSによる監査と捜査の対象である。」と規定されている。つまり、野放しの「会計自由」ではない。


� 　per seとはラテン語で「本質的な、真性の」という意味。
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